










































本論文の分析対象となった企業や事例研究に関しては、1998年 11月から 2014年 9月に
かけてセミ・ストラクチャード方式でのインタビュー調査を実施している。実施されたイ
ンタビューは、インタビュー・ノーツにまとめ、記述を一つひとつ切り離し、KJ法で整理
している。その調査研究をもとに、本論文では、中小企業がどのようにイノベーションを
マネジメントしているのかを 3 つのタイプに分けて検討している。それらは、少ない資源
動員量を前提に単一の中小企業が単独でイノベーションを進めるタイプ（第 3 章）と、単
独でイノベーションを進めるものの資源動員のための資金を外部資金によって補うことで
イノベーションを進めるタイプ（第 4章）、複数の組織が関係性を確立してイノベーション
を進めるタイプ（第 5章）である。 
第 3 章の単独でイノベーションを進めるタイプでは、組織内部においてイノベーション
を推進するための基本的な姿勢を醸成した上で、組織的態度や具体的行動を継続して進め
る組織づくりが必要不可欠であること、また、中小企業が単独でイノベーションを進める
といっても、組織外部のステークホルダーとの関係を構築して活用することが肝要である
点を指摘している。このようなイノベーションに結びつく機会を提供するステークホルダ
ーのことを本論文では、「筋が良いステークホルダー」と呼んでいる。 
組織外部の筋が良いステークホルダーとつながることは、3つのメリットを単独企業は享
受する。第一に、立場が異なる筋が良いステークホルダーから寄せられる意見や業務内容
は、当該中小企業にとっては、異なる視点や立場からの指摘であり、結果として組織内部
に情報や視点の多様性を増やすことになり、それが限定合理性の制約を強く受ける中小企
業にとって限定合理性のレベルが向上するよう作用し、「意味の洞察力」（榊原，2012）の
向上に結びつき、「事後的進化能力」（藤本，1997）を高めて結果的にイノベーションを実
現する確率を高める循環を作ることに寄与するのである。第二に、筋が良いステークホル
ダーからの学びが組織内部にポジティブなフィードバックとして反映されることである。
第三に、組織外部の筋が良いステークホルダーは、別の筋が良いステークホルダーとつな
がっている確率が高く、その意味では、筋が良いステークホルダーが構造的空隙をつなぐ
ブリッジ（Burt, 1992）としての機能を果たす効果が期待されることである。 
第 4 章のイノベーションのための資金的資源動員を補助金事業などの外部資金に採択さ
れることによって進めるタイプでは、イノベーションのための資金的課題を解決すること
が中小企業の直面するイノベーション・マネジメントに関する課題のすべてを解決するこ
とにはならないことを明らかにしている。確かに、中小企業の掲げる研究テーマが補助金
に採択されることの効果は確認できるものの、外部資金制度の特性上、イノベーションの
到達点が（本来、企業が目指すべき事業化あるいは収益化ではなく）実用化におかれてし
まっていることに実質的な障害があったのである。また、それゆえ、テクノロジー・プッ
シュ型かつプロダクト・アウト型のイノベーションが進められる傾向が高くなり、顧客ニ
ーズとはかけ離れた実用化がなされてしまうという課題も抱えていることが明らかとなっ
た。これが、外部資金に採択されることでイノベーションのための資金的課題を解決する
ことができたにもかかわらず、当該企業がしばしば直面する盲点であったのである。 
第 4 章に続く補論では、比較対象として、外部資金に採択された大企業の事例について
整理している。大企業の事例においては、外部資金に採択されることで、当該研究テーマ
が企業内で資源動員が正当化される可能性を高める効果があることが確認された。すなわ
ち、大企業においてはイノベーションの推進者が、イノベーションのための資金的課題を
解決するために外部資金に応募するというよりは、むしろ、組織内部に対して、イノベー
ションの理由の固有性そのものの重要性・必要性を説得して開発研究テーマへの理解を深
めてもらう資源動員の正当化の手段として位置づけていることが明らかとなった。 
第 5 章では、複数の組織が関係性を構築してイノベーションを進めるタイプとして、あ
らかじめ明確な到達目標を定め、その到達目標に合致した特定のステークホルダーを探し
出して限られた期限内に成果を求めるタイプと、複数の中小企業が長期的な関係性を継続
するプロセスでメンバーの各々がイノベーションを遂行するタイプに分別して記述してい
る。前者は、連携のための関係性を構築した上で小さな規模・単位での連携の経験を積み
実績を重ねること、また、それぞれの役割を明確にして分担することの必要性・重要性を
指摘している。 
後者は、東成エレクトロビームを中核とする企業間ネットワークの仕組みと京都試作ネ
ットの仕組みの細かな事例記述をもとに、一般的にネットワーク関係において発生しやす
い知識共有ネットワークのジレンマを克服する仕組みについて分析し、長期的関係を継続
することのできる要因を明らかにしている。これらの事例分析から明らかとなったのは、
長期的関係性を構築し継続させることは決して容易ではないものの、そのネットワークが
機能し続ける仕組みを埋め込むことに成功することができれば、単独では得ることが難し
かったであろう多くのイノベーションの機会を確保し、イノベーションの実践の場を設け
ることが可能となることを指摘していることである。 
以上から、本論文によって導き出された知見は、4つある。第一に、中小企業のイノベー
ション・マネジメントを考える上で、第一にすべきことは、（組織内部及び外部の環境をス
キャンし探索してイノベーションに関する兆候を見つけ出すよりも先に）イノベーティブ
であるための組織づくり、すなわち、組織内部のイノベーション・マネジメントを行う必
要があるということである。第二に、組織の合理性に限界があるものの、これを前提に克
服する方法が 2 つあることが確認されたことである。それは、筋が良いステークホルダー
とつながることで多様性を確保することと、複数の組織が連携してネットワークを構築す
ることによって組織の多様性を高めることで、単独企業が直面しているこの合理性の限界
の壁を乗り越えることである。第三に、経営資源の制約が大きい中小企業が単独でイノベ
ーションを実現しようとするのではなく、イノベーションの実現には、ステークホルダー
との関係を構築し、活用することが重要であるということである。第四に、イノベーショ
ンの実現に関しては、そのプロセスにおいて実用化と事業化を意識して区別しなければな
らないことである。 
また、本論文から得られたインプリケーションは 2 つある。第一のインプリケーション
は、中小企業がイノベーションを実現する論理を明確にしたことである。第二のインプリ
ケーションは、知の探索と知の探索（March, 1991）に関する活動領域を幅広くとらえるこ
との重要性を指摘したことである。 
